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１．工事概要
（１）工事名
株式会社土木学会製作所 四谷工場跡地
形質変更時要届出区域内における土壌汚染対策工事
住居表示と地番表示を併記します。

（２）工事場所（図1-1参照）
住所：東京都新宿区四谷一丁目○○-□（住居表示）
　　　　東京都新宿区四谷一丁目□番●号（地番）
　　　　形質変更時要届出区域面積：2,022.5㎡（計画）指定解除を受ける場合は、その旨を明記します。


（３）土壌汚染対策工事の目的
対象地は、旧土木学会製作所四谷工場の敷地であったが、再開発計画に伴い、集合住宅の新築工事が計画されている。今回の土壌汚染対策工事は、当該土地の汚染土壌を掘削除去し、汚染土壌による健康リスクを排除することを目的とした。
数量減になった場合、理由を求められることがあります。施工実績として一覧表でまとめると良いでしょう。

（４）土壌汚染対策工事の施工内容
施工内容：汚染範囲の土壌の掘削除去
掘削除去後の埋め戻し
掘削除去に伴う搬出数量：1,116.2㎥（計画）、1,156.2㎥（実績）

（５）土壌汚染対策工事の実施者（土地所有者）
株式会社土木学会製作所

（６）土壌汚染対策工事の施工者
土壌地下水建設株式会社
その他、適用される条例等があれば追加します。

（７）参考法規等
・土壌汚染対策法
・土壌汚染対策法施行令
・土壌汚染対策法施行規則
・土壌汚染対策法の施行通知等
　　土壌汚染対策法の一部を改正する法律による改正後の土壌汚染対策法の施行について
　　汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌の処理に関する基準について
　　汚染土壌の運搬に関する基準等について
・土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第２版）
・汚染土壌の運搬に関するガイドライン（改訂第２版追補）（以下、運搬ガイドライン）
・汚染土壌の処理業に関するガイドライン（改訂第２版追補）
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出典等を明記します。市販の地図等を複写して利用する場合は、その出版社から複製利用の許諾を必ず得ます。


図1-1　工事場所
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図1-2　汚染土壌分布範囲
２．土壌汚染等の状況先に実施した土壌汚染状況調査の結果を明記します。（絞り込み調査を実施した場合は、その結果も。）
平面、深度の調査結果を1枚の図面にすることも求められる場合があります。

２．１　平面状況
対象地においては、平成□年□月□日～平成□年×月×日に土壌汚染状況調査を実施し、6区画で鉛、ひ素、水銀のいずれかの基準不適合が確認された。基準不適合物質と区画数を以下に示す。なお、溶出量基準不適合であったB-2-2区画の地下水に汚染はなかった。

≪基準不適合物質と不適合区画数≫
鉛（含有量）のみ　　　　　　　　 　　　　　5区画
鉛（含有量）、ひ素（溶出量）、水銀（溶出量） 1区画

２．２　深度状況
深度調査では1区画で深度0.5ｍまで、5区画で1.0ｍまでの基準不適合が確認された。
表2-1に土壌調査データの一覧を示す。

表2-1　土壌調査データ一覧
[image: ]基準不適合の値は、わかりやすく表示してください。また、第二溶出基準不適合の値についても表の中でわかるように記載すると良いでしょう。



地下水汚染があった場合、指定解除を目指すには、措置完了後、年4回の地下水モニタリングを2年間行う必要があります。
表中に基準値も併記すると良いでしょう。

２．３　特定有害物質による汚染状態
本対象地において、基準不適合物質と濃度は、鉛含有量 200～960mg/kg、ひ素溶出量0.015～0.058mg/L、水銀溶出量 0.0028 ～0.0048mg/L であった。表2-1に各区画の基準不適合物質と最大濃度を示す。

表2-2　各区画の基準不適合物質と最大濃度
	単位区画
	基準不適合物質
	最大濃度

	
	
	含有量(mg/kg)
	溶出量(mg/L)

	A-1-5
	鉛含有量
	850
	－

	A-1-7
	鉛含有量
	800
	－

	A-2-1
	鉛含有量
	620
	－

	A-2-2
	鉛含有量
	200
	－

	A-2-4
	鉛含有量
	280
	－

	B-2-2
	鉛含有量
	960
	－

	
	ひ素溶出量
	－
	0.058

	
	水銀溶出量
	－
	0.0048















２．４　対策土量
計画時の対策面積は608.1㎡、対策土量は1,116.2㎥であった。
実施工においては、対策面積は608.1㎡、対策土量は1,156.2㎥であった。
実施工の対策土量が増加した理由は、施工管理の上で底面掘削及び側面掘削時に余掘りする必要があったためである。

表2-3　対策面積及び対策土量（計画）
	単位区画
	面積
	汚染深度
	対策深度(m)
	対策土量
	備　考
（基準不適合物質）

	
	（m2）
	（m）
	上限
	下限
	（m3）
	

	A-1-5
	100.0 
	0.5 
	0.0 
	1.0 
	100.0 
	鉛含有量

	A-1-7
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	A-2-1
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	A-2-2
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	A-2-4
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	B-2-2
	108.1 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	216.2 
	ひ素、水銀溶出量
鉛含有量

	合計
	608.1
	
	
	
	1,116.2 
	　


３．対策工事
３．１　対策の内容
（１）対策方法
形質変更時要届出区域の汚染土壌を掘削除去し、鉛含有量基準不適合土壌については、汚染土壌処理業許可を受けた浄化等処理施設（浄化（抽出－洗浄処理））（○○○処理株式会社）に運搬して処理し、水銀の溶出量基準不適合区画の土壌については、許可を受けた埋立処理施設（内陸埋立処理施設）（□□環境株式会社）に運搬して処理した。掘削除去後の埋め戻し土については、健全性を確認した土砂を外部から購入・搬入した。ひ素と水銀の土壌溶出量基準が不適合であったB-2-2区画において、汚染土壌の掘削除去完了後に地下水中のひ素及び水銀の濃度が地下水基準に適合していることを確認した。今回の対策工事の施工フローを図3-1に示す。
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対策工事の内容を施工フロー図により示します。













図3-1　施工フロー
それぞれの工種に対する具体的な作業内容を説明します。

（２）施工方法
図3-1のフロー内の詳細について、以下に記載する。
①準備工
・位置出し：既往調査の起点より、セオドライトおよびレベルによる測量を実施し、施工区画の位置出しを行った。　
・敷鉄板敷設：自動車のタイヤに基準不適合土壌が付着することを防止するために敷鉄板を敷設した。
・仮囲い：周辺への粉塵飛散防止や関係者以外の立入禁止措置のため、作業エリア周囲に万能鋼板による仮囲いを設置した。
②掘削
掘削はバックホウを使用して行った。掘削深度が2ｍ以浅と浅かったため、山留等は行わず素掘り掘削とした。
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図3-2　掘削工イメージ

③運搬
掘削した汚染土壌は場内に仮置きせず、自動車に積み込み、場外搬出した。運搬は自動車（陸上）、船舶（海上）で行い、対象地からの搬出車両1台毎に搬出汚染土壌の管理票を交付して管理した。また、「運搬ガイドライン」に基づき、汚染の拡散が無いように積替・保管を行うとともに、鉛汚染土壌の陸上運搬の際は荷台をシート等で被覆し、海上運搬の際はガット船のハッチカバーを確実に閉じた。ひ素、鉛および水銀を含む汚染土壌については、水銀の揮発による汚染拡散を防止するためフレキシブルコンテナバッグ（内袋あり）に詰め、陸上運搬した。汚染土壌の運搬フローを図3-3に示す。
[image: ]











図3-3 汚染土壌運搬フロー




④出来形管理ここでは東京都の事例を示しています。
対策工事の計画書に基づいて記載すると良いでしょう。

・区画毎に測量し、所定の範囲の汚染土壌が掘削除去されている事を確認した。
・掘削深さの確認は、1単位区画あたり基本的に底面4隅と中央の5箇所とした。
・平面寸法の確認は、1区画の2辺で行った。
・測定結果は管理表に取りまとめると共に、写真を撮影し保存した。
自治体によっては全ての辺で寸法確認が必要な場合があるため注意してください。

⑤汚染土壌処理
浄化等処理施設（浄化（抽出－洗浄処理））は○○○処理株式会社（＋＊県＊＋市）、埋立処理施設（内陸埋立処理施設）は□□環境株式会社（＊＊県＋＋市）とした。

⑥埋め戻し
埋め戻し土には、購入材（既利用地B種）を使用し、（一社）土壌環境センターの「埋め戻し土壌の品質管理指針」に則り、900㎥に１回の頻度で分析を行い、特定有害物質の含有量および溶出量の基準に適合していることを確認した。
埋め戻す材料によって分析頻度が異なるため、確認が必要です。

⑦地下水測定（対策完了確認）
規定の深度および範囲を掘削除去し、埋め戻し完了後に地下水の測定を行った。特定有害物質の濃度は地下水基準に適合しており、工事による地下水への影響はなかった。

⑧完了
完了報告書を提出し、工事終了。

（３）施工管理体制対策工事を実施した施工業者等を明らかにします。

対策工事の施工管理体制を図3-4に示す。
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図3-4　工事中の施工管理体制
３．２　工事実施数量対策計画と実際の工事における変更点が多い場合には、別途一覧表にまとめます。

（１）汚染土壌の掘削除去量
対策工事の計画数量・実施数量を表3-1に示す。また、汚染土壌掘削除去の区画毎の面積測量結果を表3-2に示す。

表3-1　土壌汚染対策工事数量
	名称
	計画
数量
	実施
数量
	単位
	備　考

	掘削
	1,116.2 
	1,156.2 
	㎥
	余掘りのため増加

	運搬・処理
	2,009.2 
	2,081.2 
	ｔ
	汚染土壌比重 1.8t/㎥

	埋め戻し
	1,116.2 
	1,156.2 
	㎥
	購入材：既利用地Ｂ種

	地下水調査
	1 
	　1 
	箇所
	溶出量基準不適合区画に観測井を設置
工事終了後に採水して地下水濃度を確認



表3-2　汚染土掘削区画毎面積（実績）
	単位区画
	計算式
	面積(㎡)

	A-1-5
	10.0×10.0
	100.00　

	A-1-7
	10.0×10.0
	100.00　

	A-2-1
	10.0×10.0
	100.00　

	A-2-2
	10.0×10.0
	100.00　

	A-2-4
	10.0×10.0
	100.00　

	B-2-2
	（10.0+11.62）×10.0÷2
	108.10　

	合　　計
	608.10　



表3-3　対策土量計算表（実績）
	単位区画
	面積
	汚染深度
	対策深度(m)
	対策土量
	備　考
（基準不適合物質）

	
	（m2）
	（m）
	上限
	下限
	（m3）
	

	A-1-5
	100.0 
	0.5 
	0.0 
	1.1 
	110.0 
	鉛含有量

	A-1-7
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	A-2-1
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.1 
	210.0 
	鉛含有量

	A-2-2
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.1 
	210.0 
	鉛含有量

	A-2-4
	100.0 
	1.0 
	0.0 
	2.0 
	200.0 
	鉛含有量

	B-2-2
	108.1 
	1.0 
	0.0 
	2.0
	216.2 
	ひ素、水銀溶出量
鉛含有量

	 掘削側面の余掘りにより増加した土量
	10.0
	単位区画 B-2-2を除く範囲の合計

	合　計
	608.1
	---
	---
	---
	1,156.2
	　



（２）汚染土壌の運搬実績表添付資料として管理票に記載された交付年月日、交付番号、車両番号、汚染土壌の重量等を一覧表に整理したものを添付します。


表3-4　汚染土壌運搬実績のまとめ
	運搬年月日
	運搬車両延べ台数
（台）
	運搬重量
（ｔ）
	備　　　　考

	20XX年○月15日
	28　　
	280.00　　
	

	20XX年○月16日
	30　　
	300.00　　
	

	20XX年○月19日
	32　　
	320.00　　
	

	20XX年○月20日
	33　　
	330.00　　
	

	20XX年○月22日
	30　　
	300.00　　
	

	20XX年○月23日
	31　　
	310.00　　
	

	20XX年○月26日
	25　　
	241.16　　
	ここには、このような簡易な表でまとめます。


	合　　計
	209　　
	2,081.16　　
	



表3-5　管理票集計表の一例
	番号
	交付年月日
	交付番号
	車両番号
	体積(㎥)
	重量(t)
	備考

	001
	20XX年　月　日
	第01-0001号
	○○100あ00-00
	6
	10
	

	・・
	・・・・
	・・・
	・・・
	・・
	・・
	

	020
	20XX年　月　日
	第01-0020号
	○○100い00-00
	5
	10
	

	合　　　　計
	
	
	



（３）埋め戻し土の健全性と搬入量
埋め戻し土には、購入材（既利用地B種）を使用したため、（一社）土壌環境センターの「埋め戻し土壌の品質管理指針」に則り、900㎥に１回の頻度で分析を行い、特定有害物質の含有量および溶出量の基準に適合していることを確認した。確認結果は、下のとおりである。搬入元、分析頻度、分析結果等を記載すると良いでしょう。


表3-6　埋戻土の搬入一覧表
	搬入日
	搬入台数(台)
	搬入量(㎥)
	搬入元
	分析
	備考

	年　月　日
	30
	167.1　
	○県○市××　○○興業
	
	

	年　月　日
	40
	223.0　
	○県○市××　○○興業
	
	

	年　月　日
	40
	222.2　
	○県○市××　○○興業
	
	

	年　月　日
	40
	223.0　
	○県○市××　○○興業
	
	

	年　月　日
	40
	222.0　
	○県○市××　○○興業
	○
	結果表(1)

	年　月　日
	36
	200.1　
	○県○市××　○○興業
	
	

	年　月　日
	24
	130.0　
	○県○市××　○○興業
	○
	結果表(2)

	合　　計
	250
	1,387.4　
	
	
	


表3-7-1　埋戻土の健全性確認結果（1）
（0～900㎥）
	
	含有量
(mg/Kg)
	土壌含有量基準
(mg/Kg)
	溶出量
(mg/L)
	土壌溶出量基準
(mg/L)

	第二種特定有害物質
	カドミウム及びその化合物
	ND
	150　　
	ND
	0.01　　

	
	六価クロム化合物
	ND
	250　　
	ND
	0.05　　

	
	シアン化合物
	ND
	50　　
（遊離ｼｱﾝとして）
	ND
	検出されないこと

	
	水銀及びその化合物
	ND
	15　　
	ND
	0.0005かつｱﾙｷﾙ水銀が検出されないこと

	
	アルキル水銀
	ND
	−　　
	ND
	−　　

	
	セレン及びその化合物
	ND
	150　　
	ND
	0.01　　

	
	鉛及びその化合物
	30
	150　　
	0.002
	0.01　　

	
	砒素及びその化合物
	10
	150　　
	0.001
	0.01　　

	
	ふっ素及びその化合物
	ND
	4,000　　
	ND
	0.8　　

	
	ほう素及びその化合物
	ND
	4,000　　
	ND
	1　　


　※資料等調査により、明らかに汚染の可能性がないと認められる特定有害物質の分析を省略
《添付資料》埋め戻し土の濃度計量証明書参照

表3-7-2　埋戻土の健全性確認結果（2）
（900～1,387.4㎥）
	
	含有量
(mg/Kg)
	土壌含有量基準
(mg/Kg)
	溶出量
(mg/L)
	土壌溶出量基準
(mg/L)

	第二種特定有害物質
	カドミウム及びその化合物
	ND
	150　　
	ND
	0.01　　

	
	六価クロム化合物
	ND
	250　　
	ND
	0.05　　

	
	シアン化合物
	ND
	50　　
(遊離ｼｱﾝとして)　　
	ND
	検出されないこと

	
	水銀及びその化合物
	ND
	15　　
	ND
	0.0005かつｱﾙｷﾙ水銀が検出されないこと

	
	アルキル水銀
	ND
	−　　
	ND
	−　　

	
	セレン及びその化合物
	ND
	150　　
	ND
	0.01　　

	
	鉛及びその化合物
	15
	150　　
	ND
	0.01　　

	
	砒素及びその化合物
	15
	150　　
	0.002
	0.01　　

	
	ふっ素及びその化合物
	ND
	4,000　　
	ND
	0.8　　

	
	ほう素及びその化合物
	ND
	4,000　　
	ND
	1　　


　※資料等調査により、明らかに汚染の可能性がないと認められる特定有害物質の分析を省略
《添付資料》埋め戻し土の濃度計量証明書参照

３．３　工事中の周辺環境保全対策記載事項は一例です。その他、「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第2版）」の419ページ～424ページを参照すると良いでしょう。

（１）騒音振動の防止
・低騒音・低振動型の建設機械を使用し、騒音・振動の未然防止に努めた。
・敷地周囲に仮囲いを設置した。基準不適合土壌又は特定有害物質の飛散、揮散又は流出を防止するために必要な措置を明示すると良いでしょう。


（２）粉塵その他の飛散防止、流出防止
・掘削中は適宜散水を行い、粉塵の発生防止に努めた。
・鉛汚染土壌の陸上運搬時には、自動車荷台のシート養生をし、海上運搬時には、ガット船のハッチカバーの閉塞を確実に行った。水銀を含む汚染土壌は、フレキシブルコンテナバッグ（内袋あり）に入れ運搬した。
・運搬車両のタイヤに土壌が付着したまま場外に出ないよう、タイヤの確認・清掃を行った。
・区域内の裸地部を車両が走行しないように、事前に敷鉄板を敷設し、タイヤに土壌が付着することを防いだ。
・常に天候の状況を把握し、大雨が予測される場合は作業を中止し、排水状況・排水系統の確認を事前に行うとともに、周辺への濁水の流出を防止するよう努めた。
・土壌の改修に必要な器具（スコップ・保護具・容器等）を常備した。

（３）作業員による持ち出し防止対策
・施工に従事する作業員に対して、汚染土壌の取り扱いについての教育を新規入場時に行った。
・靴洗い場を設け、靴底についた汚染土壌を周囲に拡散させることがないように、掘削面に立入る作業員および施工管理者には靴底の洗浄を徹底させた。
　


（４）排水対策
・工事排水は、全量公共下水道へ放流した。
・工事中の降雨、掘削時の水替え、工事用車両のタイヤ洗浄水等を考慮し、濁水を一時貯留するためにノッチタンクを設置した。
・下記項目について、日常の現場管理を行った。
・管理の結果、全項目とも基準に適合していた。（【別紙添付資料】工事排水管理結果の一例 参照）

表3-8　排水時の日常管理項目（一例）
	項　　目
	基　　　準
	頻　　度

	
	
	

	外　観
	異常な着色や発泡が認められないこと
	排水中毎日

	
	
	

	pH
	5を超え9未満
	排水中毎日

	
	
	

	排水温度
	45℃未満
	排水中毎日

	
	
	

	SS（浮遊物質量）
	600mg/L未満
	1回/週程度

	
	
	

	有害物質（鉛）
	0.1mg/L以下
	掘削期間中1回/月程度
(公定分析)

	有害物質（ひ素）
	0.1mg/L以下
	

	有害物質（水銀）
	0.005mg/L以下
	



これらの基準は、「東京都23区の下水排除基準」を用いた例であり、他の水域等へ排出する場合は、各基準を調査する必要があります。



【別紙添付資料】工事排水管理結果の一例

測定項目：外観
	測定日
	観察結果
	判定基準
	判定
	備考

	20XX年○月12日
	異状なし
	異常な着色や発泡が認められないこと
	OK
	目視

	20XX年○月13日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月14日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月15日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月16日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月17日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月19日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月20日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月21日
	異状なし
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月22日
	異状なし
	〃
	OK
	〃



測定項目：pH
	測定日
	測定値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月12日
	6.7
	5を超え9未満
	OK
	ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙpHﾒｰﾀｰ測定

	20XX年○月13日
	7.2
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月14日
	7.5
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月15日
	6.8
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月16日
	7.3
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月17日
	7.0
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月19日
	6.6
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月20日
	6.9
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月21日
	7.0
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月22日
	7.1
	〃
	OK
	〃








測定項目：排水温度
	測定日
	測定値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月12日
	15.0
	45℃未満
	OK
	水温計測定

	20XX年○月13日
	16.2
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月14日
	16.5
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月15日
	17.0
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月16日
	16.0
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月17日
	15.8
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月19日
	16.3
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月20日
	17.2
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月21日
	17.6
	〃
	OK
	〃

	20XX年○月22日
	16.8
	〃
	OK
	〃



測定項目：SS（浮遊物質量）
	測定日
	測定値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月12日
	250 mg/L
	600 mg/L未満
	OK
	

	20XX年○月20日
	150 mg/L
	〃
	OK
	



測定項目：有害物質（鉛）
	採水日
	分析値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月19日
	0.005mg/L未満
	0.1 mg/L以下
	OK
	公定分析



測定項目：有害物質（砒素）
	採水日
	分析値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月19日
	0.005mg/L未満
	0.1 mg/L以下
	OK
	公定分析



測定項目：有害物質（水銀）
	採水日
	分析値
	基準
	判定
	備考

	20XX年○月19日
	0.0005 mg/L未満
	0.005 mg/L以下
	OK
	公定分析







４．地下水調査（指定解除を求める場合）地下水調査に係る観測井の配置図や分析結果、掘削面管理の結果等を明記すると良いでしょう。

（１）地下水調査の内容
既往の調査結果より、表層付近の地下水流向は概ね北→南と考えられるため、地下水流向の最下流の区画B-2-2の1箇所に観測井を設置した（図4-1参照）。
観測井は自走式試料採取機を使用して掘削し、設置深度を3mとした（図4-2参照）。
（汚染深度が最深1mである事から、観測井の深度が3mあれば、対策工事による地下水への影響の確認は可能であるとし、設置深度は3mとした。）
調査は対策工事終了後に指定調査機関により実施し、地下水中のひ素・水銀濃度は地下水基準に適合していた。記載事項は一例です。その他、「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第2版）」の345ページ～346ページを参照すると良いでしょう。


（２）観測井設置位置と構造
[image: ][image: ]














図4-1　観測井設置位置　　　　　　　　　　図4-2　観測井構造図指定解除のための地下水調査を指定調査機関以外が実施した場合、指定調査機関がその結果を公正に判断した上で、指定解除の根拠が適切であることが確認されなければ、指定解除とはなりませんので注意してください。


（３）地下水の分析結果
地下水の分析結果は、表4-1のとおりである。

表4-1　地下水の分析結果
	採取日
	分析項目
	濃　　度
	地下水基準
	備　　　考

	20XX年□月1日
	ひ素
	0.005 mg/L未満
	0.01 mg/L以下
	施工後
（対策工事完了後）

	
	水銀
	0.0005 mg/L未満
	0.0005 mg/L以下
	



５．実績工程表
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６．まとめ
今回の対策工事では、汚染土壌による健康リスクを排除することを目的として実施し、6区画について全量掘削除去した。地下水調査を行った結果、ひ素と水銀の土壌溶出量基準不適合区画の掘削除去後の地下水は、地下水基準に適合していた。なお、埋め戻し土には健全性を確認した購入材を用いており、一連の対策工事実施により、汚染の除去は完了したこととなる。

《添付資料》
・掘削出来形管理図表
・土壌状況調査の濃度計量証明書（計画時と変更している場合や、絞り込み調査を実施した場合など）
・汚染土壌場外搬出処理の終了報告書
・埋め戻し土の濃度計量証明書
・地下水の濃度計量証明書
・工事排水管理結果・掘削前の位置出し写真（単位区画ごとに撮影）
・運搬車両への汚染土壌の積込み状況写真
（代表的な地点のみ撮影）
・環境保全対策の実施状況写真（代表的な地点のみ撮影）
・掘削後の出来型確認写真（単位区画ごとに撮影）
・埋戻し後の全景写真（代表的な地点のみ撮影）

・排水の濃度計量証明書

《別冊資料》
・出来形測量写真
・搬出汚染土壌の管理表

・管理票を整理した一覧表を添付します。
・管理票に記載された交付年月日、交付番号、車両番号、汚染土壌の体積・重量等を「運搬ガイドライン」の65ページを参照して一覧表に整理すると良いでしょう。
・原則として、C2票のみ添付してください。ただし、C2票だけでは文字が解読しにくい場合は、B2票又はA票も合わせて添付すると良いでしょう。なお、C2票のみ添付する場合は、C2票に「運搬受託者・処理受託者からの返送確認日」を必ず記載してください。
・また、汚染土壌処理施設等において、汚染土壌の重量を計量した記録についても、別冊書類として添付すると良いでしょう。
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【対象地】

東京都新宿区四谷一丁目○○-□（住居表示）

東京都新宿区四谷一丁目□番●号（地番）

「国土画像情報を元に（公社）土木学会 建設技術研究委員会

 土壌・地下水汚染対策研究小委員会が加工」


